
地方教育行政の組織及び運営に関する法律における「緊急の場合」の例示 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

第１条の４第１項第２号 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに

被害が生ずる恐れがあると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置 

 

 

平成 26 年 7 月 17 日付で国から通知されている「地方教育行政の組織及び運営に関

する法律の一部を改正する法律について」の中で、「児童、生徒等の生命又は身体に現

に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれがあると見込まれる場合等の緊急の場合」

の例が示されている。 

 

１ 「児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれ

があると見込まれる場合」 

 

・いじめ問題により児童、生徒等の自殺が発生した場合 

・通学路で交通事故死が発生した後の再発防止を行う必要がある場合 

 

２ 「等の緊急の場合」 

 児童、生徒等の生命又は身体の保護に類するような緊急事態 

 

・災害の発生により生命又は身体の被害は発生していないが、校舎の倒壊などの被害が

生じており防災担当部局と連携する場合 

・災害発生時の避難先での児童、生徒等の授業を受ける体制や生活支援体制を緊急に構

築する必要があり、福祉担当部局と連携する場合 

・犯罪の多発により、公立図書館等の社会教育施設でも、職員や一般利用者の生命又は

身体に被害が生ずる恐れがある場合 

・いじめによる児童、生徒等の自殺が発生した場合のほか、いじめ防止対策推進法（平

成 25年法律第 71号）第 28条の重大事態の場合 

 

 

 

 

 

 

 



【参考】 

いじめ防止対策推進法 

 

(学校の設置者又はその設置する学校による対処) 

第二十八条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態(以

下「重大事態」という。)に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に

資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、

質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にする

ための調査を行うものとする。 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生

じた疑いがあると認めるとき。 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余

儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当

該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態

の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。 

３ 第一項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同項

の規定による調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支援を

行うものとする。 


